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学習したらCheck!Section 1515
刑法
　　　  ：  刑法等の一部を改正する法律
　　　   令和 4 年 6 月 17 日（令和 4 年法律第 67 号）
　　　  ： 令和 7 年 6 月 16 日まで …… 2
 令和 4 年 7 月 7 日 …… 1

法令名
公布日

施行日

一部改正

重要度　★★★

●侮
ぶ

辱
じょく

罪の法定刑の引上げ
・特別の規定がなくても、教唆犯・幇助犯が成立することになった
・通常逮捕・現行犯逮捕の加重要件が不要になった
・公訴時効期間が 1年から 3年に延びた

●「懲
ちょう

役
えき

刑」「禁
きん

錮
こ

刑」が廃止され「拘
こう

禁
きん

刑」に

　　侮辱罪の法定刑の引上げ（侮辱罪の厳罰化）

  法定刑の引上げ

インターネット上の悪質な誹
ひ

謗
ぼう

中
ちゅう

傷
しょう

が社会問題化したことなどを受けて、
侮辱罪の法定刑が次のように引き上げられた。

改正前 改正後

　拘留＊1

or

　科料＊2

（1月以上）1年以下の懲役or禁錮
or

（1万円以上）30万円以下の罰金
or
拘留
or
科料

＊1　拘留とは、1日以上30日未満、身柄が拘束されて自由が奪われる刑罰のことである。
＊2　科料とは、1,000円以上 1万円未満で強制的に金銭を徴収される刑罰のことである。

1

新設 

ここがポイント
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刑
法

Section

1515

次は、昇任試験で特に重要と思われるSectionに係る一問一答です。
解答はP95をご覧ください。

§ 科目 Q 問題
01 民法 Q1 成人年齢が20歳から18歳に引き下げられた

ことに伴い、飲酒年齢や喫煙年齢についても
18歳に引き下げられた。

Q2 成年年齢の引下げに伴い、犯捜規における「成
年」は「18歳以上」との表記に変わった。

03 道交法① Q3 令和4年5月13日から、一定の違反歴のある
75歳以上の高齢運転者を対象に、免許証更新
時に、運転技能検査（コース上の実車試験）を
導入し、運転技能が特に不十分な場合は免許更
新を認めないこととなった。

Q4 運転できる自動車等の種類を、安全運転サポー
ト車（サポカー）に限って運転できる免許（限定
条件付免許）が創設され、その運用は令和4年
5月13日からとなる。

Q5 特別な教習を修了した者について、第二種免
許・大型免許・中型免許の受験資格（年齢と保
有歴）が厳格化されることとなった。

06 少年法 Q6 特定少年については、原則として逆送決定がさ
れる原則逆送対象事件に、18歳以上の少年の
ときに犯した死刑、無期又は短期（法定刑の下
限）１年以上の懲役･禁錮に当たる罪の事件が
追加された。

Q7 特定少年については、逆送決定後は20歳以上
の者と原則同様に取り扱われるなど、17歳以
下の者とは異なる取扱いがなされることとな
った。

一問一答
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本書の使い方

特に重要な法改正・新法は一問一答で確認しましょう。
間違った問題は該当ページを復習すると記憶に残ります。

一問一答で知識の確認！

★の数が多いほど重要
度が高いです。
まずは★★★の項目だ
けでも押さえましょう。

重要度

法改正・新法のポ
イントをまとめてい
ます。

ここがポイント

解説編

一問一答編
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本書は、原則として、令和 4年から 5年にかけて公布又は施行された（る）法改正＆
新法のうち、警察実務に関わるものをまとめたものです。
※Section02～10は、令和 4年 2 月号付録「法改正＆新法2022」（警察公論第77巻
第 2号）に掲載したものを再編集したものになります。
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法令名 法改正・新法のポイント 公布/施行 掲載情報

1 民法
・成年年齢を20 歳から18 歳に引下げ
・ 女性が結婚できるようになる年齢を16

歳から18歳に引上げ

公  H30.6 .20
施  R4 .4 .1

（一部を除く）

2 児童虐待防止法、
児福法

・体罰禁止の明記
・児童相談所の体制強化
・関係機関の連携強化等

公  R1 .6 .26
施  R2 .4 .1

（一部を除く）

3 道交法①
・高齢運転者対策の充実・強化
・ タクシー、バス、トラック業界の運転者

不足対策

公  R2 .6 .10
施  R4 .5 .13

○ 警察学論集第
73 巻第 9 ～
10号

4 航空法、小型無人
機等飛行禁止法

・無人航空機の登録制度の創設
・ 主要空港における小型無人機等の飛行

禁止と違反に対する命令・措置

公  R2 .6 .24
施  R4 .6 .20

（一部を除く）

5 個人情報保護法
・ 国、地方公共団体等、民間で規律が異な

る個人情報保護制度を一本化
公  R3 .5 .19
施  R4 .4 .1

（一部を除く）

6 少年法

・ 18歳、19歳の少年は「特定少年」に
・ 特定少年について検察官送致の特例、保

護処分の特例を設ける
・ 特定少年が犯した罪について起訴され

た段階で実名報道等を解禁

公  R3 .5 .28
施  R4 .4 .1

○ 警察公論令和
3 年12月号

○ 警察学論集第
75巻第 4 号

7 地公法

・ 60 歳から 65 歳への定年の段階的引上
げ

・定年前再任用短時間勤務制の導入
・役職定年制により60歳で非管理職へ

公  R3 .6 .11
施  R5 .4 .1

（一部を除く）

8 銃刀法
・ クロスボウの所持の原則禁止
・ 所持には公安委員会の許可が必要（許可

制）

公  R3 .6 .16
施  R4 .3 .15

（一部を除く）

○ 警察学論集第
75巻第 6 号

9 特商法
・送り付け商法対策
・通信販売の詐欺的定期購入商法対策
・クーリング・オフ通知のデジタル化

公  R3 .6 .16
施  R4 .6 .1

（一部を除く）

10 道交法施行規則

・ 安全運転管理者は、社員が運転した前後
に酒気帯びの有無を確認

・ アルコール検知器を用いた安全確認の
義務付け（ただし、当分の間、不適用）

公  R3 .11.10
施  R4 .4 .1

（一部を除く）

11 犯捜規、少年警察
活動規則

・ 少年法の改正に伴う犯捜規の改正
・ 少年法の改正等に伴う少年警察活動規

則の改正

公  R4 .1 .11
施  R4 .4 .1

○ 警察学論集第
75巻第 8 号

12 警察法

・サイバー警察局の新設
・ 警察庁等が重大サイバー事案対処事務

を所掌

公  R4 .3 .31
施  R4 .4 .1

○ 警察学論集第
75巻第 7 号

○ 警察公論令和
4 年12月号

掲載法令一覧（原則として、公布順）
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13 警察庁組織令

・ 警察法改正に伴い、警察庁組織令につい
ても改正

・ 刑事局組織犯罪対策部の改編、警備局警
備運用部の改編

公  R4 .3 .31
施  R4 .4 .1
公  R4 .10.26
施  R4 .11.1

○ 警察学論集第
75巻第 7 号

14 道交法②

・ レベル 4 に相当する、運転者がいない
状態での自動運行（特定自動運行）が可
能に

・ 電動キックボードが免許不要で公道走
行可能に

・免許証と個人番号カードの一体化
・ 全ての自転車利用者にヘルメット着用

の努力義務

公  R4 .4 .27
施  R5 .4 .1

（一部を除く）

○ 警察学論集第
75 巻第 8 ～
10号

15 刑法

・ 侮辱罪の法定刑の引上げ
・ 「懲役刑」「禁錮刑」が廃止され「拘禁刑」

に

公  R4 .6 .17
施   R7 .6 .16 

まで
（一部を除く）

○ 警察学論集第
76巻第 1 号

16 麻薬等指定政令
等

・ 新たに 3 物質を麻薬として指定
・ 新たに 3 物質を麻薬向精神薬原料に指

定
・ 新たに 3 物質を特定麻薬向精神薬原料

として指定

公  R4 .7 .27
施  R4 .8 .26

17 警護要則 ・警護における警察庁の関与を強化 公  R4 .8 .26
施  R4 .8 .26

18 自転車安全利用
五則

・ 自転車安全利用五則が15 年ぶりに改訂 公  R4 .11.1
施  R4 .11.1

か 刑訴法 刑事訴訟法
小型無人機等
飛行禁止法 重要施設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する法律

個人情報保護法 個人情報の保護に関する法律
さ 児童虐待防止法 児童虐待の防止等に関する法律

児福法 児童福祉法
銃刀法 銃砲刀剣類所持等取締法

た 地公法 地方公務員法
道交法 道路交通法
特商法 特定商取引に関する法律

は 犯捜規 犯罪捜査規範
暴対法 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

ま 麻薬取締法 麻薬及び向精神薬取締法

法令略称一覧
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学習したらCheck!Section 1515
刑法
　　　  ：  刑法等の一部を改正する法律
　　　   令和 4 年 6 月 17 日（令和 4 年法律第 67 号）
　　　  ： 令和 7 年 6 月 16 日まで …… 2
 令和 4 年 7 月 7 日 …… 1

法令名
公布日

施行日
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注意！
○ 法定刑が引き上げられただけであり、成立要件に変更はない（つまり、侮辱罪の厳罰

化といっても、「これまで処罰されなかった行為が侮辱罪として処罰される」という
ことではない）。

○ 「侮辱」とは、「バカ」「キモイ」「無能」など、抽象的で個人の主観的な悪口（真実である
か否かを客観的に確認できないこと）を皆の前で言ったり、インターネット上に書き
込んだりすることをいう。

 法定刑が引き上げられるとどうなる？ ～ 刑法編

改正前の侮辱罪は、「拘留又は科料のみに当たる罪」であったが、法定刑
の引上げにより懲役刑や罰金刑なども科され「拘留又は科料のみに当たる罪」
とはいえなくなったため、次の❶～❸の規定の適用に変更が生じることに
なった。

❶

❶没収ができない罪についての規定（刑法20条）
❷教唆犯・幇助犯が成立しない罪を定めた規定（刑法64条）
❸犯人蔵匿等罪の成立要件を定めた規定（刑法103条）

刑20：拘留又は科料のみに当たる
罪については、特別の規定
がなければ、没収を科する
ことができない。（以下、略） 

❷

刑 64：拘留又は科料のみに処すべ
き罪の教唆者及び従犯は、
特別の規定がなければ、罰
しない。 

❸

刑103：罰金以上の刑に当たる罪
を犯した者……を蔵匿し、
又は隠避させた者は、3 年
以下の懲役又は 30万円以
下の罰金に処する。 

侮辱罪を犯した者を蔵匿・隠避させ
た者は、改正前は処罰されなかった
が、改正により、処罰対象となるこ
ととなった 
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